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国民の命や財産を守り、経済・社会の持続可能な発展を図るために、適応を法的に
位置付けたのが『気候変動適応法』。 近年は熱中症対策をさらに強化するために、
法改正もおこなわれました。 法のなかで情報基盤の中核に位置付けられた国立環境
研究所は、個人、事業者、自治体が適応策を進めるための参考情報を発信しています。

人間社会や自然の生態系が危機に陥らない
ためには、排出する温室効果ガスの量を大
幅に減らさなくてはなりません。 この、温室
効果ガスの排出量を減らして気候変動その
ものを抑える対策のことを「緩和策」と呼ん
でいます。

緩和策を最大限実施しても、気候変動の影響
はある程度避けられません。 そのため、異常
気象に備えたインフラ整備など、被害を減
らしていく「適応策」が大切です。 気候変動
の悪影響を少なくするだけでなく、その影響
を有効に活用することも含みます。

気候変動の影響は、私たちの暮らしのさまざまなところにすでに現れています。
これまで広く知られてきた「緩和策」と呼ばれる、温室効果ガスの排出量を減らす
努力などに加えて、これからの時代はすでに起こりつつある気候変動影響に備え
る「適応」に取り組んでいくことが重要です。

「変わっていく環境で生きていく」それが ［適応］ 温暖化対策には２つの取り組みが必要です

温室効果ガスを減らす気候変動に備える

［気候変動適応法］という法律もあります

緩 和適 応
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